
 
消費税１０％への増税中止を求める意見書 

 

 

 消費税は１９８９年に導入された当初は３％であり、１９９７年５％に、２０１４年に

は８％へと引き上げられた。そして２０１５年１０月には１０％に引き上げられる予定で

あったものが、経済情勢等により、２０１７年４月に延期され、さらに２年半延期された。

特に今回の消費税増税については、社会保障の財源確保が主目的であることから、今後の

年金、医療、介護、子育ての各分野に影響を与えるものである。 

 しかしながら、消費税増税は過去を例に見ても、国民の購買力低下、法人税などの税減

収を招くなど景気に大きく影響を与えた。現在の経済情勢は、一部では景気回復が言われ

ているが、バブル崩壊以来、なかなかデフレから脱却できず、再度円高に向かいつつある

中、年初来、株価が急落するなどの現状を考えると、消費税増税に突き進むことは経済を

更に悪化させかねない。 

 かつて、政府は「増税なき財政改革」をめざして改革をしてきたが、実現しないまま消

費税増税で対応しようとしている。増税により補填するのではなく、同時に歳出削減にも

取りくむべきである。 

 慎重に経済情勢と国民生活の実態を見極め、判断を見誤らないよう要求し、消費税率の

引き上げは延期でなく中止を強く求める。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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